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指す公共政策の観点から，家計行動を明らかにしている。本論文は，全体で 5 章からなり，第 1 章では出生率と女子























第 4 章「私立校と公立校の選択J では， I家計調査」と「貯蓄動向調査」のミクロデータを用いて，教育の選択行動
を，学校の選択と通塾の選択の二変量プロビットモデルで分析している。推定結果によれば，学校の選択と通塾の選
択は独立して行われていること，すなわち，公立校であるか私立校であるかに関わらず，受験競争に参加しているこ
とが分かる。一方，公立校と私立校の選択には，所得水準，持家状況，親の職業，子供の性別によって行われている
ことが明らかにされる。また，通塾についても，所得水準と親の職業が大きな役割を果たしていることが明らかにさ
れている。このことから，高所得階層が子供により多くの教育投資を行っており，私立校の高等教育への進学率の高
さを考慮すれば，世代聞の所得移転の一つであることが示される。
第 5 章「消費税導入による消費者物価上昇」は，高齢化社会への対応策としての消費税導入が消費者物価に与えた
影響を，外生変数を組み入れた自己回帰モデルにより，時系列データを用いて分析している。分析結果によれば，消
費税の導入による消費者物価への転嫁が，事前の制度的要因を考慮すれば，合理的な大きさであったことが示される。
さらに，消費者物価の上昇が，所得階層別と年齢階層別に与える影響を評価している。それによれば，消費税が所得
に対して逆進的であること，高年齢層に対してより負担が重くなるが，その程度は比較的小さいことも示される。
論文審査の結果の要旨
本論文は，女性の就業行動と，高齢化社会をもたらしている出生率の低下の関係を，家計の選択行動として，経済
的合理性基準に基づいて明らかにしようとする意欲的なものである。このような分析は，これまでにも多くなされて
いるが，集計された時系列データと，個々の家計に関するミクロデータの両者を用い，それらを整合的に扱った本論
文は，家計行動の経済分析へ多大の貢献を行っている。特に，個々の家計の属性に注目し，就業と出産の同時決定を
考慮できるモデ、ルを構築することで，両者の決定の独立性を検定し，その決定に影響する諸要因を明らかにしている。
その結果，本研究の成果が公共政策の策定に大きく貢献することが期待される。もちろん，分析モデルや分析手法に
は改良の余地があり，結果の解釈についての問題点も指摘できるが，家計行動の経済分析の研究分野において高く評
価されており，その成果を何ら損なうものではない。したがって，博士(経済学)の学位に十分値するものと判断する。
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